
5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 5件 1件 2件 1件 3件 10件 15件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　創業支援制度補助事業 事業番号 12021

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市内創業者、UIターン者の創業者

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ＵＩターン者における新規創業者に対して、創業に係る開業準備費および建物賃借料の補助を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

人口の流出に伴い、ＵＩターン者に対する財政的支援をすることにより、新規創業や雇用の創出・産
業の振興が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

UIターン者補助件数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

2,719 2,212 3,862

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 2,719 2,212 3,862

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,333 2,826 4,476

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,111 942

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

他の事業で関連性のある事業もある。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 補助金については、一定の補助率・上限額を設定しており、既に受益者負担はある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
平成30年度から、対象者について、現行制度の転入して２年未満の者から、５年未満の者に拡大済
み。
なお、対象者がＵＩターン者のみであることから、今後、対象者の拡大について検討する。

今後の動向・市民ニーズなど
対象を拡大したことにより、転入後の準備期間の整備が図られ、創業に対する支援が図られる。
また、ＵＩターン者のみならず、市民の中でも創業に対する支援の拡充を求める声も聞かれる。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

財政的支援要素が強いため、事業の特殊性からも、市以外が単独で取り組むことは難しい。

□ある　　■一部ある　　□ない

地元根室へのＵターン希望者に対して、地元へ戻り創業する際の財政的支援の一助となる。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

対象者を転入後５年未満に拡大したため、当面は現行制度で事業を行い、必要に応じて対象などの
見直しを行うこととしている。

□ある　　□一部ある　　■ない

開業に必要最低限の開業準備や賃料等を補助対象としている。

□ある　　■一部ある　　□ない



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 10人 4人 5人 8人 5人 15人 20人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　若年者等雇用促進支援事業 事業番号 12211

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

事業所・市民

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

若年者等の地元定着・雇用促進を図るため、地元高校生等への資格取得支援（介護保険初任者研
修）等を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

若年者等の地元定着と労働力の流出防止が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

講座受講人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

1,664 1,588 2,288

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 1,664 1,588 2,288

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,278 2,202 2,902

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 455 440

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

介護初任者研修については、事業内容を精査、整理することにより他の事業と統合できる可能性は
ある。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 介護保険初任者研修については、受講者の個人負担が一定程度ある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
介護初任者研修については、近年、受講者が若年者だけにはとどまらない状況にあることから、福
祉関係の他事業への振替等について、今後、検討する。

今後の動向・市民ニーズなど
若年者における介護保険分野の就業支援により、介護事業所の雇用の増加が図られた実績もある
中、近年、新規学校卒業者の就職率は高水準で推移するなど、若年者の雇用環境に変化もみられ
る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　■効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

専門的分野が多いことから、外部業者への委託にて実施している。

□ある　　■一部ある　　□ない

若年者等に介護保険分野に興味関心の向上が図られ、また、市内介護保険事業所の人手不足の
解消に繋がる。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

主に学生（高校生）を対象としているため、自己負担金の軽減について検討する余地はある。

□ある　　■一部ある　　□ない

介護保険初任者研修委託については、委託内容等の見直しなどにより、経費が削減できるか精査
が必要。

□ある　　■一部ある　　□ない



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 2件 2件 1件 1件 1件 5件 10件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　根室なでしこ応援事業 事業番号 12557

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

事業所・一般市民の女性

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

女性の社会における活躍の場を創出するとともに、市内企業における労働力確保に努め、地域経
済の活性化に繋げる。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

潜在的な労働力である女性の活用が図られ、市内経済の持続的発展や労働力の確保に繋げる。

３　事務事業の現状

実績値

就職者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

981 307 803

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 981 307 803

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,595 921 1,417

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

女性に特化した事業を展開していくため、他の事業との統合は現段階では馴染まない。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 資格取得支援補助については、一定の補助率・上限額を設定している。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
女性の就労機会の支援をすることにより、市内労働力の確保が図られるため、今後も継続予定であ
る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

財政的支援要素が強いため、事業の特殊性からも、市以外が単独で取り組むことは難しい。

□ある　　■一部ある　　□ない

登録者の資格確保への支援等により、就業へ結びついている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

資格取得支援補助については、対象となる資格の拡大について調査する必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

制度周知については、効率の良い周知方法を検討していく。

□ある　　■一部ある　　□ない



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 100人 0人 109人 64人 217人 200人 300人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　人材確保対策事業 事業番号 12590

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

事業所

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

人口減少に伴う労働力の減少が地域経済全体に様々な影響を及ぼしていることから、都市圏にお
ける就職説明会を実施し、市外からの人材を呼びいれ、労働力の確保を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

市外からの人材を確保することにより、労働力の確保および地域経済の活性化が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

就職説明会参加人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

4,756 3,398 3,507

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 4,756 3,398 3,507

一般財源

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 5,370 4,012 4,121

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 22 16

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

平成２９年度より外郭団体（根室市雇用対策協議会）を設立し、一部事業について外郭団体へ移行
した。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 住宅借上補助については、一定の補助率・上限額の設定をしている。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
都市圏就職説明会については、平成２９年度より雇用対策に係る外郭団体の実施事業として移行
済み。

今後の動向・市民ニーズなど 事業所の雇用確保や雇用者に対する支援が図られることから、今後も継続予定である。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

就職説明会においては、外部委託にて実施。

□ある　　■一部ある　　□ない

都市圏就職説明会については、東京・札幌と実施してきたが就職までは結びつかなかった。平成30
年度は大阪を開催し、１名の就職に結びついた。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

都市圏就職説明会については、平成２９年度より雇用対策に係る外郭団体の実施事業として移行し
た。

□ある　　■一部ある　　□ない

就職説明会においては、外部委託にて実施しているが、その内容を精査する。

□ある　　■一部ある　　□ない



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 3回 2回 3回 3回 1回 3件 3件

2 1件 1件 4件 4件 2件 2件 3件

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 　商工観光課商工労政担当

事務事業名 　商工業振興事業 事業番号 10174

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

関係団体・事業所・市民

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

市内中小企業の振興のため、中小企業振興基本条例の運営や、地元産品のＰＲへの支援、新製品
等の開発や販路開拓を行う企業への支援を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

地元産品のＰＲ活動を行うことにより、地元企業産品の販路拡大や地元経済の活性化が図られる。
また、新製品の開発経費等の補助を行うことにより、対象者への経費負担軽減が図られことにより、
商品化に繋げる。

３　事務事業の現状

実績値

中小企業振興審議会の回数等

ものづくり補助件数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他

一般財源

人員（人工）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

※再掲（事業費は5-8で計上）



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

新商品開発や販路拡大に関する事業のため、他の事業との統合は馴染まない。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか ものづくり補助事業について、一定の補助率・上限額を設定している。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
地元企業の商品のＰＲ等による販路拡大により、事業所への経営支援が図られるため、今後も継続
予定である。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

財政的支援要素が強いため、事業の特殊性からも、市以外が単独で取り組むことは難しい。

□ある　　■一部ある　　□ない

地元産品のＰＲにより、商品の販路拡大や地元経済の活性化が図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

ものづくり補助事業については、補助事業者の固定化が見られることから、補助採択回数の制限な
どを設定の検討や、効果的なPRに努め、多くの事業所に機会提供する必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

負担金・補助金については、事業内容を精査した上で、必要に応じて検討していく。

□ある　　□一部ある　　■ない



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 - - - - 7人 2人 2人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）

事務事業名 人材確保対策事業（子育て分野） 事業番号 12717

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

幼稚園教諭・保育士・子育て支援員を目指す市民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

修学資金貸付件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

子育て支援員研修の実施や、幼稚園教諭・保育士を志す学生に対し修学資金貸付を実施し、将来
的な市内での子育て支援の担い手となる人材確保を目指す。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

安定的かつ良質な幼児教育や保育の提供のため、子育て支援の担い手となる人材を確保すること
により、子どもが健やかに成長できる環境や体制整備の充実を図る。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H31予算

国道支出金

地方債

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

※再掲（事業費は1-3で計上）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
平成31年4月より、修学資金貸付者に対する返還方法をこれまでの一括返還から分割返還も可能と
し、また、市内での就業機会に至らなかった貸付者で、引き続き市内での就業を希望する意思があ
る場合は、２年を限度として返還の猶予を新たに設定した。

今後の動向・市民ニーズなど
有資格者が不足している状況であることから、待機児童の抑制や安定した幼児教育・保育運営のた
め、長期間にわたり勤務することができる人材が求められている。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

将来的な市内各施設の求人状況等も含めた検討が必要である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

将来的な市内各施設の求人状況等を勘案して、貸付人数を予算の範囲内とする等可能性はある。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

子育て支援員研修の実施により、人材バンクの登録者数が増えるとともに、修学資金の貸付者につ
いても養成機関卒業後の市内での就職が実現している。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

一定の要件を満たせば返還が不要となる等、市以外が実施することは困難である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

他事業で同一内容のものがないため、不可能である。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　■検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

子育て支援員研修を今後実施する際には、一部自己負担金を徴収することは可能である。



5-13

H27 H28 H29 H30 H31

1 1件 10件 10件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 介護福祉課（介護保険担当）

事務事業名 人材確保対策事業 事業番号 12708

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

介護職員初任者研修及び実務者研修終了後、根室市内の介護
保険サービス事業所に一定期間就業した者。

対象者の今後の予想 増加

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 就業環境の充実

施策目標 働くことができる全ての人が生きいきと働けるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

資格取得費用助成件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

介護職員初任者研修及び介護職員実務者研修に係る費用を助成する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

安定した介護サービスを提供するため、資格のある介護人材を育成及び確保することにより、高齢
者が安心して暮らせる環境や体制整備の充実を図る。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他

H31予算

国道支出金

地方債

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

※再掲（事業費は1-6で計上）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 特になし

今後の動向・市民ニーズなど 介護人材のニーズは高まっており、今後ますます増えていくものと予想される。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

対象経費を全額助成しており、見直しは考えていない。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

研修講座受講料は実施主体が定めているため。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

高校在学中に研修を終了し、市内の介護保険サービス事業所に就業した者からの申請が増えるも
のと考えている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

介護従事者確保のための受講料費用の助成であるため、市が実施すべきものである。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

現時点では、他に統合できる事業（介護以外）はないと考える。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

多くの人に研修を受けていただくためにも、受益者の負担は考えていない。


